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概要   

利用者重視の電子図書館構築には、利用者に関する情報の保護と利用の両立が望ましい。これを可能にす  

る技術と論理を提案してみたい。  
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1．（電子）図書館と図書館利用者との関係一問題提起一  

図書館法第2条は、「図書館とは図書記録その他必要な資料を収集し整理して保存して一般公衆の利用に  

供し、その教養、調査研究、レクリエーション等に資することを目的とする施設……」と定めている。こ  

のことから、図書館は情報提供者、そして図書館利用者は情報利用者と位置づけることができるであろう。   

しかし、確かにこの位置づ桝ま、図書記録や資料（以下、本という）という情報については正しいもの  

の、図書館が取得し保有している図書館利用者の個人情報や、貸出サービスなどの際に取得する履歴情報  

についていえば、両者の立場は入れ替わる。すなわち、ここでは、図書館利用者が情報提供者であり、提  

供された情報を個人認証や本の返却の徹底のために利用する図書館は、情報利用者ということができる。   

さて、では図書館は、この情報提供者としての図書館利用者の利益に、これまで十分に配慮してきたで  

あろうか。もちろん、情報利用者としての図書館利用者については、図書館利用者の要求と本とを結び付  

けるべく、熱心にサービスを構築し提供してきた。また、個人情報や履歴情報は、セキュリティ技術を用  

いて細心の注意を払って保有してきた。しかし、情報提供者としての図書館利用者の真の利益を考えた場  

合には、それだけで十分といえるであろうか。   

たとえば、図書館が、図書館利用者から提供された情報の分析や統合からサービスを構築し提供するこ  

とば、図書館利用者の真の利益には繋がらないのであろうか。さらにもっといえば、図書館利用者が図書  

館に対し、情報提供者として情報の分析と統合を要求し、その結果としてもたらされるサービスを享受す  

る利益はないのであろうか。  

2．図書館利用者から提供される情報   

2．1その種類  

では、まず図書館は、図書館利用者からどのような情報を取得し保有しているのか具体的に挙げてみよう。   

およそ共通しているのは、名前と連絡先であろう。しかし、連絡先として、住所、電話番号ならびにメー  

ルアドレスの提供を受けているところもあれば、電話番号のみということもある。また、これらに加えて、  

所属機関、生年月日、性別などを保有する図書館もある。このような情報は、貸出サービスなどの際の図書  
館利用者の個人認証と、督促の際の連絡先として利用することを主な目的として、取得し保有されている。   

このほかにも、貸出サービスや予約サービス、レファレンスなどをとおして、図書館利用者の読書傾向  

や本の好み、研究対象なども図書館は知りうる立場にある。   

さらに、入館ゲートがあれば、来館記録が取得言れ、ロッカー付近や館内に監視カメラがあれば、行動  

記録も取得されることになろう。図書館のホームページでは、図書館利用者がどのようなコンテンツにア  

クセスしたのかも把握が可能である。  

2．2法律等により保護される情報  

以上のような図書館利用者から提供される情熱こついて、図書館は従来から、「図書館の自由に関する宣言」（  
日本図書館協会1979年改訂http：／／wwwjla，Orjp／ziyuu．htm）、「図書館員の倫理綱領」（日本図書館協会1980  

年6月4日総会決議http：／／wwwjla．orjp／rimi．htm）、「貸出業務へのコンピュータ導入に伴う個人情報の保  

護に関する基準」（日本図書館協会1984年5月25日総会決議http：／／wwwjla．or．jp／privacy／kasidasi・html）  

などに則って、職務上知りえた図書館利用者の情報の秘密を守ってきた。  
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ことに、図書館利用者の読書事実や利用事実から得られるところの、図書館利用者の思想および良心の自  

由に深く関わる履歴情報やプライバシーなどについては、憲法第13条（個人の尊重、生命・自由・幸福追  

求の権利の尊重）ならびに第19条（思想および良心の自由）の精神に則り慎重な取り扱いに努めてきた。   

さらに、2005年4月1日より個人情報保護関連五法（以下、関連五法という）が全面施行され、それら  

のなかで個人情報は、「生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の  

記述等により特定の個人を識別することができるもの」と定義され、個人情報を保有する者は、利用目的  

以外の目的のために個人情報を利用したり提供したりしてはならないことが定められている。   

このことから、図書館利用者から提供される情報やプライバシーは、これらの法律等によって重畳的に  

保護されているということができる。  

3．情報提供者としての図書館利用者が求めうる利益  

まずもって図書館利用者は、図書館に提供した個人情報や履歴情報のようなプライバシーについて、上  

述のごとく法律等に基づいて保護を求めうる。   

しかし、それだけであろうか。たとえば、自己に関する情報を、図書館への信頼と自己責任に基づいて  

提供し、図書館という第三者をして分析と統合を成し、その結果からもたらされるサービスを享受するこ  

とば、求め得ないのであろうか。   

通称「宴のあと」事件判決（東京地判昭39年9月28日下民集35巻3号620頁）より続く旧来のプラ  

イバシー権が発展した権利として、近時、自己情報コントロール権が注目を浴びている。この権利は明文  

化されておらず、その定義自体も必ずしも確定しているとはいえないが、一般的には、「本人が自己に係わ  

る情報を保有する者に対してその情報の開示・変更・消去を請求することができる権利」と解されている  

（東京高判昭63年3月24日判時1268号15頁ほか）。関連五法のなかでも、このような自己の情報に対す  

る個人の利益を尊重し、開示、訂正、利用停止などを定めている。   

この自己情報コントロール権をさらに積極的に解せば、人は自己に関する情報の価値と利用をコントロー  

ルする利益を有するということができよう。よって、図書館利用者が、自己に関する情報を、自己に有用  

な情報の創造を期待して図書館に礎供し、もって付加価値のつけられた情報を得る利益は保護されなけれ  

ばならないといえるだろう。  

4．履歴一個人情報の保護と利用への取り組み   

4．1情報を提供された側の責任  

個人情報や履歴情報の提供を受け保有する者は、これらの情報が法律等によって保護されていることを  

十分に認識し、その保護を第一義的に考えるべきである。よって図書館は、何よりもまず、適切なセキュ  

リティ技術を用いて、情報の悪用や盗難、情報漏えいなどから履歴・個人情報を保護し、図書館利用者に  

不安を与えないようにすることが重要である。   

ただし、図書館利用者を重視し、図書館利用者指向から彼らが図書館に何を求めているか考えるとき、  

すべての図書館利用者ではないとしても、その山部には、履歴・個人情報の図書館による分析や統合といっ  

た利用を待ち望んでいる者もあるといえよう。ましてその要求は、前に述べてきたように、情報提供者が  

有する利益（または権利）として尊重される必要もある。   

このようにしてみると、図書館は、情報の「保護」を第一に、そして、それに加えて、図書館利用者の  

ために履歴・個人情報を「利用」したサービスの構築や提供を行うことも視野に入れていくべきと考えら  

れる。  
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4．2情報の保護と利用を両立させるための手段  

図書館が履歴・個人情報を取得する際の元来の利用目的は、図書館利用者の個人認証と本の返却の徹底  

のためである。したがって、このような目的のために取得された情報を、分析や統合のために利用するこ  

とは、もともとの利用目的以外の目的のために利用することに該当し、前述した法律等によって原則とし  

ては許されない。   

ただし、図書館利用者の同意を得るか、またはあらかじめ、分析や統合のために利用することを利用目  

的として明示したうえで取得すれば、履歴・個人情報を利用できる可能性が生ずる。しかし、後者の利用  

目的の明示についていえば、たとえば関連五法のなかでも九州大学に適用される「独立行政法人等の保有  

する個人情報保護に関する法律」（以下、独立行政法人法という）の第3条第1項は、個人情報の保有を法  

令の定める業務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、その利用の目的をできる限り特定しなければな  

らないと定めている。これを踏まえるなら、履歴・個人情報の分析や統合を利用目的として明示すること  

はあまり妥当ではないように思われる。   

そこでやはり図書館としては、前者の手段をとって、図書館利用者に対して、分析や統合の目的のため  

に利用することについて十分に説明したうえで、個別に同意を求め、同意が得られた図書館利用者につい  

てのみ当該サービスを提供していくべきであろう。   

けれども、ここにもいくつかの問題がある。まずは許諾を得る難しさである。たとえ提供ざれるサービ  

スが結果として個人の特定とは無関係であっても、図書館利用者が履歴・個人情報を提供する、言い換え  

れば図書館が履歴・個人情報を取得する、まざにその段階で個人が特定されている限り、図書館利用者と  

しては不安が残る。   

さらに、そもそも図書館が第一とすべき履歴・個人情報の保護さえ、そう簡単ではない現状がある。法  

律等を正しく理解し、費用をかけてセキュリティ技術を駆使し、時間をかけて職員にモラル教育をしても、  

情報漏えい事故や事件は後を絶たない。このように、履歴・個人情報の保護さえ難しい状況にあって、安  

易にこれらを利用することは、図書館利用者に不安を与え、図書館の信用を失いかねない。   

これらの問題において図書館利用者に不安を与えている大きな原因は、他でもなく図書館が、図書館利  

用者について、個人の特定に繋がる履歴・個人情報を取得し保有しているからである。それでは、たとえ  

ば、新しい技術的な手段を用いて、新しい個人認証システムの下、従来の履歴・個人情報とは性質が異な  

り、個人の特定性が排除または弱められた情報の取得が可能になればどうであろうか。そうすれば、図書  

館利用者の不安や懸念も和らぎ、図書館としてもサービスの安全性が確保されて、図書館利用者の理解と  

同意を得られやすいのではないだろうか。  

5．新しい個人認証システム   

5．1PersonalIDシステムとは  

PersonalID（以下、PIDという）システムは、九州大学のシステムLSI研究センターで開発された新  

しい個人認証システムで、ICカードの持つ情報記憶や情報処理機能といった特性を活用した、実用的でか  

つ信頼できる認証基盤の構築を可能にし、社会や組織全体における情報管理の安全性の維持、および個人  
のプライバシー保護と多様なサービスの安定的な提供の両立を目指すものとして注目されている。すでに  

伊都キャンパスには一部導入済みであり、来年度までには伊都キャンパスの学生数職員が利用することに  

なっている。   

具体的には、「発行元」、「サービス提供者」、「ユーザー」の三者関係における相互認証が基本となる。発  

行元は、まずユーザーにPID（個人識別子）として十分に長いビット系列を与え、それをICカード等の  
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記憶媒体に格納してユーザーに渡す。さらに発行元は、サービス提供者がユーザーにとって適切かどうか  

を判断し、適切であると判断した場合には、ユーザーのPIDの一部（ただし実際には、PIDからサービス  

ごとに変換されたビット列であるため、単なる一部でなない。以下これを、サブPIDという）をサービス  

提供者ごとに異なる部分を渡し、認証の許可を与える。こうしてユーザーはサービスを受ける際、発行元  

の許可を得たサービス擢供者と、サブPIDによって相互認証を行う。（図1）  

図1   

例えば九州大学附属図書館では、発行元は九州大学総長であり、学生と教職員がユーザー、図書館がサー  

ビス提供者となる。この場合、学生と教職員の個人情報は、総長がPIDの発行に伴う身元と信用の確認の  

ために提供を受け保有するにとどまり、図書館にはサブPIDのみで直接に個人が特定できる情掛ま渡され  

ない。  

5．2システムの特徴  

PIDシステムの大きな特徴は、次に述べる2点から、第一義的にユーザーのプライバシーを保護すると  

いうことにある。   

まず第1点は、情報が分離されることによって、サービス提供者がユーザーを直接に特定できる情報を  

持たずに個人認証を行える、という点である。PIDシステムにおいて、直接にユーザーを特定できる個人  

情報を取得および保有し、個人情報とユーザーに割り当てられたPIDとの対応表を有しているのは発行元  

だけである。したがって図書館は、サブPIDによって、従来どおり図書館利用者の個人認証を行うことが  

できる一方で、対応表も持たず、さらに図書館に渡されるサブPIDには、学籍番号などとは異なり、所属  

や入学年度の情報は含まれないから、サブPIDのみから個人を特定することは不可能となる。  
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2点目は、情報漏えい被害が軽減できる、という点である。仮にユーザーの、或るサービス提供者に対  

するサブPIDが漏えいしても、そのほかのサービスには、それとは異なるサブPIDがそれぞれ割り当て  

られているので、漏えいの被害がほかのサービスにまで影響を与えることがなく、被害が限定される。（図  
2）  

図2  

5．3システム導入が図書館にもたらす影響と注意点  

PIDシステムが図書館に導入されることにより、図書館は、図書館利用者を直接に特定できるような個  

人情報を取得したり保有したりする必要がなくなる。すなわち、図書館利用者に関する情報の管理につい  

て、従来に比べ安全性が高まるのである。さらに図書館利用者は、貸出サービスのたびに履歴・個人情報  

を取得されずにすむ安心感を得て、図書館利用者のプライバシーに配慮する図書館への信頼も、それにと  

もなって一段と高まると考えられる。   

くわえて、図書館が図書館利用者から情報を取得する段階から、図書館利用者についてある程度の匿名  

性が確保されることによって、履歴・個人情報や図書館利用者に関する情報一般を分析し統合してサービ  

スとして構築、供給していこうとする方向性も、現実味を帯びてくる。PIDシステムの実現は、図書館に  

とって朗報であるとともに、自己に関する情報の利用をコントロールし、第三者をして積極的に利益を得  

ていこうとする図書館利用者にとっても歓迎されるであろう。そしてまた、履歴・個人情報の利用に警戒  

心を持っている図書館利用者に対しても、PIDシステムがプライバシー保護を第一義としていることから、  

一定の納得と安心が得られると思われる。  

－68－   



ただし1点、注意も必要である。確かにPIDシステムの下、図書館が図書館利用者から取得するサブ  

PIDは、図書館が従来取得、管理していた個人情報とは質のうえで異なる。しかしながら、サブPIDも、  

PIDという個人情報の一部であること、さらに、独立行政法人法第2条第2項は、個人情報について、「他  

の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む」と  

定めており、サブPIDも発行元に照合すれば個人を特定できることを考えれば、従前として個人情報とし  

ての性格を有していると捉えるべきである。  

6．利用者重視の（電子）図書館の構築   

6．1図書館利用者指向の図書館サービス  

PIDシステムのような新しい情報技術も含め、技術一般が図書館に与える影響は大きい。今までも富ま  

ざまな技術が、図書館員の作業の効率化や省力化に貢献し、図書館の処理能力の向上に重要な役割を果た  

してきた。では、これらの技術が図書館利用者へのサービスにも十釧こ活用されてきたであろうか。たし  

かに、従来は足を運んで、または人を介して提供されてきたサービスが、電子化されて便利になったとい  

う印象はある。しかし、新しい視点での独自性あるサービスの提供は乏しいように思われる。今こそ、図  

書館がもう一歩図書館利用者に歩みより、図書館利用者指向の図書館サービスの構築と提供に努めていく  

べきではないだろうか。   

図書館利用者指向は、まず図書館利用者を知ることから始まるであろう。図書館利用者には、まず一つ  

に、図書館（あるいは図書館のホームページ）を訪れて実際に図書館を利用する個々の図書館利用者を指  

す場合（利用者中心主義）と、もう一つに、潜在的な利用者も含めた図書館利用者全体を捉えていう場合  

（顧客中心主義）がある。このそれぞれに対応した図書館サービスが求められる。   

前者の利用者中心主義の考え方でいくと、個々の図書館利用者へのきめの細かいサービスが要求される。  

たとえば大学図書館において、学部や専攻ごとに図書館の利用のしかたや情報利用スタイルが異なってい  

る。図書館利用者の個々の要望に、丁寧かつ適切に応えて支援していくためには、このようなことを踏ま  

えたうえで、図書館利用者の図書館利用方法の分析、ならびに図書館利用者行動をさらに研究する必要が  

ある。   

後者の顧客中心主義の考え方では、図書館を図書館利用者に向けてアピールし、図書館にアクションし  

てくる人を増やすようなサービスが要求される。図書館には、情報の流れを媒介するという面と、情報を  

一か所に集めることにより、人を集めてしばらくその場に止めておくという、場所としての図書館の面と、  

両面がある。この、場所としての図書館という、図書館の人間コミュニケーションを媒介する役割を、もっ  

とアピールしていってはどうだろうか。   

たとえば大学図書館において、さまざまな分野の研究者たちが言葉も交わすことなくすれ違っている。  

しかし、学際的な研究も多くなっている中、分野の垣根を越えて研究者との出会いの機会を求めている研  

究者は少なくないと思われる。ここで、実際に分野の垣根を越えて流通しているものとして本がある。同  

じ本を介して彼と情報を共有している研究者がいるはずである。仮に研究者同士が本をきっか捌こ出会い  

を望むのであれば、場所としての図書館は、彼らの交流の場、ネットワーク作りを支援していくべきでは  

ないだろうか。   

確かに図書館は、図書館利用者に対し、同じ本を借りた他の図書館利用者の情報について洩らすことは  

できないし、また、同じ本を借りた彼らのデータを勝手に結びつけることもしてはならない。しかし、図  

書館利用者の意思から、図書館という場で本を介して他者と繋がろうとするならば、図書館は図書館利用  

者の意思を尊重し、その機会を否定してはならないだろう。  
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6．2これからの（電子）図書館像  

これからの図書館は、前にも述べてきたように、今まで以上に、利用者重視の視点からサービスを展開  

していくことが求められる。そのためには、図書館利用者の、情報利用者としての性格と、情報提供者と  

しての性格と、双方に着目しておく必要がある。とくに、図書館利用者から提供された情報の保護と利用  

の両立を指向していく場合には、個人の特定に結びつくような情報を分離できる技術と、何より、情報提  

供者の意思を尊重しつつ、図書館利用者に自己決定を促していくようなサービスの流れを作ることである。   

また、PIDシステムの、半匿名性とでもいうべき特徴（ユーザーは、直接に個人を特定されないが、明  

確に特定できる存在として保証されていること）は、図書館の新たなサービス構築に少なからず貢献する  

であろうし、図書館利用者においても、今までにはなかった、半匿名性という自己表現で、新しく広がる  

コミュニケーションの世界もあるかもしれない。それを支援していくのも、これからの図書館の役割では  

ないだろうか。   

かといって、こうあるべきという図書館像は明確にはないように思われる。なぜなら、もちろん図書館  

は、これからも、「知の公共性」をはかり「知の基盤」として機能するであろうが、社会の移ろい（技術の  

進歩や生活環境の変化など）によって、変化していくものでもあるからである。さらに現在のように社会  

の移ろいが早いなかでは、図書館利周者の需要を正確に把握することは難しく、ましてや図書館利用者自  

身が自覚していない需要もあるかもしれない。よってまず新たなサービスの供給があって、利用者の声を  

汲み上げながら改善され、そのうちに需要が生み出されるということも大いにありうるだろう。  

6．3指針の重要性  

図書館利用者の個人情報やプライバシーを取得し保有している図書館にとっては、法律等の遵守もざる  

ことながら、情報の取り扱いをめぐって指針やマニュアルを設けて組織内で対応を一致させておく必要も  

あるだろう。   

法は権力を後ろ盾としており強制力をもって法的責任を課す。よって、法を遵守すれば法的責任は免れ  

ると考えてよいであろう。しかし、法を遵守するだけでは、法とは異なったレベルにある社会風潮や価値  

観に根ざしているような、社会的責任や道義的責任まで免れるものではないことに注意すべきである。   

図書館利用者の信頼と信用は、法的責任を果たしているだけでは、十分に得られるものではないだろう。  
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